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令和３年度地域医療構想調整会議について 

令和３年（2021年）７月 

１ 主な協議項目等  

① 令和 7年（2025年）に向けた具体的対応方針の決定 

・医療機関 2025プラン等に基づく協議（未合意分） 

・合意後に見直す必要が生じた医療機関 2025プラン等の協議 

  構想区域において担うべき役割や機能を変更する場合等 
 

② 病床機能報告の結果・分析等に基づく各構想区域の方向性 
 

③ 地域医療介護総合確保基金による事業実施について、地域の目指す方向性と

の整合の確認 

・病床機能再編支援補助金 

・医療機能分化連携推進事業費補助金 
 

④ その他の地域医療構想の推進に関する協議 

  ・重点支援区域の国への申請（県→国）にかかる協議 等 
 

 

  

２ 国の動き（ポイント） 

〇 新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた今後の医療提供体制の構築に向けた考

え方を整理（第 8次医療計画等に関する検討会等） 

〇 良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等の

一部を改正（R3.5.28公布）  

 

（１）医療法等の一部改正について 

   ◇ 地域の実情に応じた医療提供体制の確保 

① 新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項の医療計画

への位置付け（医療法改正、R6.4.1施行） 

 

  新興感染症等の感染拡大時における体制確保（医療計画の記載事項追加） 

〇 新興感染症等の感染拡大時には、広く一般の医療提供体制にも大きな影響（一般

病床の活用等） 

〇 機動的に対策を講じられるよう、基本的な事項について、あらかじめ地域の行政・

医療関係者の間で議論・準備を行う必要 

 

    医療計画の記載事項に「新興感染症等の感染拡大時における医療」を追加 

     ⇒ 第８次医療計画（2024年度～2029年度）から追加 
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  ◎ 具体的な記載項目（イメージ） 

【平時からの取組】 

〇 感染拡大に対応可能な医療機関・病床等の確保 

 （感染拡大時に活用しやすい病床や転用しやすいスペースの整備） 

〇 感染拡大時を想定した専門人材の確保等 

〇 医療機関における感染防護具等の備蓄    等 

【感染拡大時の取組】 

〇 受入候補医療機関 

〇 場所・人材等の確保に向けた考え方 

〇 医療機関の間での連携・役割分担     等 

 （感染症対応と一般対応の役割分担、医療機関間での応援職員派遣等） 

 

② 地域医療構想の実現に向けた医療機関の取組の支援 

  （地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律 改正、R3.5.28施行） 

令和２年度に創設した「病床機能再編支援事業」を地域医療介護総合確保基金に

位置付け、当該事業については国が全額を負担することとするほか、再編を行う医

療機関に対する税制優遇措置（再編計画に係る登録免許税の軽減措置）を講じる。 

※事業実施に際しては、事前に調整会議等の合意が必要 

   

③ 外来医療の機能の明確化・連携（医療法改正、R4.4.1施行） 

 地域の医療機関の外来機能の明確化・連携に向けて、データに基づく議論を地域

で進めるため、改正医療法により、令和４年度から外来機能報告等を施行。 

 今後、外来機能報告等に関するワーキンググループを開催し、外来機能報告等の

施行に向けて必要な事項について検討。  

地域の医療機関の外来機能の明確化･連携に向けて、データに基づく議論を地域

で進めるため、 

１  医療機関が都道府県に外来医療の実施状況を報告する。 

２  １の外来機能報告を踏まえ、「地域の協議の場」（調整会議）において、外来

機能の明確化・連携に向けて必要な協議を行う。 

⇒ １・２において、協議促進や患者の分かりやすさの観点から、「医療資源を重

点的に活用する外来」を地域で基幹的に担う医療機関（紹介患者への外来を基

本とする医療機関）を明確化 

・医療機関が外来機能報告の中で報告し、国の示す基準を参考にして、地域の

協議の場で確認することにより決定 
 

〈「医療資源を重点的に活用する外来」のイメージ〉 

○医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来（悪性腫瘍手術の前後の外来など） 

○高額等の医療機器・設備を必要とする外来（外来化学療法、外来放射線治療など） 

○特定の領域に特化した機能を有する外来（紹介患者に対する外来など） 
 

⇒ 患者の流れがより円滑になることで、病院の外来患者の待ち時間の短縮や勤務

医の外来負担の軽減、医師働き方改革に寄与 



3 
 

 

（２）今後の地域医療構想に関する考え方・進め方 

  ① 地域医療構想と感染拡大時の取組との関係 

 地域医療構想の背景となる中長期的な状況や見通しは変わっていない。 

感染拡大時の短期的な医療需要には、各都道府県の「医療計画」に基づき機動的

に対応することを前提に、地域医療構想については、その基本的な枠組み（病床の

必要量の推計・考え方など）を維持しつつ、着実に取組を進めていく。 

 

  ② 地域医療構想の実現に向けた今後の取組 

【地域医療構想調整会議における議論】 

 公立・公的医療機関等において、具体的対応方針の再検証等を踏まえ、着実に議

論・取組を実施するとともに、民間医療機関においても、改めて対応方針の策定を

進め、地域医療構想調整会議の議論を活性化 

【国における支援】  

議論の活性化に資するデータ・知見等を提供 

国による助言や集中的な支援を行う「重点支援区域」を選定し、積極的に支援 等 

  

③ 地域医療構想の実現に向けた今後の工程 

新型コロナ対応の状況に配慮しつつ、都道府県等とも協議を行い、感染状況を見

ながら、改めて具体的な工程の設定について検討  
  

⇒ 具体的には、以下の取組に関する工程の具体化を想定 

   ・再検証対象医療機関における具体的対応方針の再検証 

     〇対象医療機関：山口県内 13病院（全国 436病院） 

   ・民間医療機関も含めた再検証対象医療機関以外の医療機関における対応方

針の策定（策定済の場合、必要に応じた見直しの検討） 
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